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外国人技能実習制度の適正化と技能実習生の保護に関する意見書 

 

2023 年 6 月 22 日 

日本労働組合総連合会北海道連合会 

 

 

外国人技能実習法施行から 5 年が経過し、政府の技能実習制度及び特定技能制度の在り方に

関する有識者会議において特定技能制度も含めた見直しが開始されました。取りまとめられた中

間報告書では、技能実習制度を抜本的に見直した「新たな制度」の創設が提起されています。しか

し、外国人技能実習機構や監理団体による枠組みは引き続き維持されるため、見直しの実効性を

高めるために、今後検討すべき課題は多く残されています。 

一方、足元でも技能実習生に対する低賃金や長時間労働、ハラスメント等の労働関係法令違反

等の問題の発生は後を絶ちません。また、技能実習の中止や解雇、出国制限による帰国困難など

の事案を含め困難な状況に置かれている技能実習生も依然として存在しており、制度の本旨に沿

い、適正に制度を実施していくことが強く求められています。 

 連合は、適正な制度運営および技能実習生の権利保護の観点から、以下の通り意見を申し上げ

ます。 

 

1. 外国人技能実習法の趣旨を踏まえ、外国人技能実習機構と北海道労働局との相互連携を積

極的にはかり、労働関係法令に対する監督指導体制を強化すること。 

 

2. 技能実習生を含む、すべての外国人労働者の権利を確保し、適正な就労環境のもとで労働で

きるよう、外国人労働者を雇用する事業主に対し、「外国人労働者の雇用管理の改善等に関し

て事業主が適切に対処するための指針」の周知を徹底すること。 

 

3. 技能実習生は在留期間に限りのある有期労働契約により雇用されている者であり、解雇に関し

ては通常の労働者よりその有効性が厳しく判断されることを周知するとともに、安易な解雇や強

制帰国に対しては厳正に対処すること。 

 

4. 実習先の経営悪化等により、技能実習の継続が困難となった技能実習生に対しては、監理団

体は新たな実習先を斡旋する必要があることを周知徹底するとともに、監理団体において新た

な実習先を斡旋することができない場合においては、外国人技能実習機構が責任を持って新

たな実習先を斡旋すること。 

 

5. 技能実習生に対して最低賃金を下回る賃金しか支払われていない事例が多くみられることを

踏まえ、外国人技能実習法第 9 条第 9 号の「技能実習生に対する報酬の額が日本人が従事

する場合の報酬の額と同等以上であること」の確認を徹底すること。 
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6. 地方公共団体が設置・運営する一元的相談窓口をはじめ、労働局や外国人技能実習機構で

受ける技能実習生からの相談内容については、地域協議会において共有するとともに、問題

事例の把握に努め、技能実習生の保護をはかること。 

 

7. 技能実習生の中には電話番号を持たない、また自由に外出することもままならない者がいるこ

とも踏まえ、メールやＳＮＳ等多様な相談支援体制を構築するとともに、技能実習生がアクセス

しやすいよう多言語化対応等を含め、相談支援自体の周知を行うこと。 

 

8. 北海道において把握した、技能実習生からの相談件数、監理団体および実習実施機関に対

する不正行為件数、労働基準監督署による監督指導、送検件数等について公表すること。 

 

9. 技能実習生の日本語能力の向上に向け、自治体等が行う支援について監理団体や実習実施

者、また技能実習生に対し適切に情報提供を行うとともに、希望する技能実習生が支援を受け

られるよう環境整備に努めること。 

 

10. 監理団体への年 1 回の実地検査ならびに実習実施者への 3 年以内の実地検査を完全履行

するとともに、実習計画に沿った技能実習内容となっているか、適正な職場環境と労働条件が

確保されているかを確認すること。また、是正が必要な場合においては、適正な指導を行うとと

もに、改善報告の確認を行うこと。 

 

11. 監理団体等への実地検査や、適切な技能実習計画の認定、さらには技能実習生の保護の観

点から、外国人技能実習機構札幌事務所の体制を強化するとともに、職員の労働関係法令お

よび出入国管理関係法令の研修を行うなど、人材育成に努めること。 

 

12. 疾病や感染症などを含め安全衛生に係る技能実習生への情報提供については、やさしい日

本語を始めとする多言語による最新の情報提供に努めるとともに、監理団体および実習実施

者への周知を徹底すること。 

 

13. 技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議において議論されている両制

度の見直しの方向性について、技能実習生や実習実施者、監理団体等に対し、正確かつ丁

寧な周知を行うこと。 

 

14. 北海道地区地域協議会構成メンバーに、北海道の労使団体および技能実習生を支援する団

体を加え、課題や情報の共有化をはかること。 

 

15. これらの意見について、協議会での取り扱い及び検討内容を公開すること。 

以 上 


